
（一　般　会　計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働部関係職員費

前年度予算額 本年度要求額
義 務 ( 1,615,816 ) ( 1,766,559 )

1,788,459 1,885,398

・産業労働部職員にかかる給与費

労働関係職員費 159,753

職業能力開発校職員費 408,974

商業総務職員費 342,773

工鉱業総務職員費 418,545

工業技術センター職員費 442,828

観光関係職員費 112,525

前年度予算額 本年度要求額

人件費計 ( 1,615,816 ) ( 1,766,559 )

1,788,459 1,885,398

平成２５年度　当初予算要求額事項別一覧

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額
義 務 ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000

説　明 ・事業費の確定による精算返納金

前年度予算額 本年度要求額

その他計 ( 10,000 ) ( 10,000 )

10,000 10,000

前年度予算額 本年度要求額

( 1,625,816 ) ( 1,776,559 )

1,798,459 1,895,398

義務的
経費計
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 商工施策推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 257,770 ) ( 258,544 )

383,857 378,098

①商工行政推進費 40,330

　商工行政推進のために要する通信費等の事務費

②中小企業振興審議会運営費 259

③県有施設維持管理費 84,175

　総合展示場コンベックス岡山等の修繕に要する経費

④ジェトロ岡山事務所負担金 8,771

　岡山貿易情報センターの設置・運営に要する経費

⑤テレポート岡山ビル管理運営費 29,018

　ビルの維持管理に要する経費

160,006

　ＰＦＩ事業による施設整備及び運営に係るサービス購入費等

⑦岡山セラミックスセンター管理運営費 15,041

　指定管理等に係る管理運営費

⑧テクノサポート管理運営費 32,818

　指定管理等に係る管理運営費

⑨岡山テルサ管理運営費 7,680

　民間譲渡までの間に要する光熱水費、警備費等に要する経費

説　明

・商工行政推進のための運営及び公の施設等の管理、見直し等に要する経費

　中小企業振興に関する総合的施策の樹立についての意見の具申等に関する事務に
要する経費

⑥岡山リサーチパークインキュベーションセンター管理運営費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 企業立地推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,221 ) ( 1,184 )

1,221 1,184

・企業誘致の促進のための調査・調整等に要する経費

①企業立地対策促進費 1,184

　企業立地資格認定審査委員会に要する経費等

分　類 事　項　名 観光事業指導運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 2,366 ) ( 2,301 )

2,633 2,542

・観光行政の推進に要する経費

①観光振興指導 508

説　明 　鏡野町へキャンプ場跡地の管理等に要する経費

②観光団体助成 1,800

　日本観光振興協会等に対する助成のための経費

③旅行業法事業 234

　旅行業に関する研修及び会議への参加に要する経費

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業振興支援費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 20,359 ) ( 20,501 )

21,566 20,658

①中小企業団体支援費 243

②下請中小企業支援推進事業費 215

説　明

③特別会計貸付金事業推進費 18,893

892

　大規模小売店舗立地審査会に要する経費

⑤貸金業対策費等 415

　貸金業法に基づく貸金業者の登録、報告徴収及び立ち入り検査に要する経費等

分　類 事　項　名 計量法施行費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 25,044 ) ( 23,153 )

32,587 31,888

・計量管理センターの管理運営及び検定検査、登録、指導等に要する経費

①事務所運営費 6,653

説　明 　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

②検定検査及び業務費 24,784

　検定検査業務委託等に要する経費

③計量適性化指導費 451

　計量知識の普及を図るための計量教室、主任計量者講習会等に要する経費

　下請取引の斡旋事業等のために必要な（財）全国中小企業取引振興協会負担金に要
する経費

　特別会計で行っている貸付金業務の管理、債権回収に要する委託経費に要する経費

④大規模小売店舗立地法施行事業費

　中小企業等協同組合法、中小企業団体の組織に関する法律に基づき組合の指導監
督を行う経費等

・中小企業団体等の指導等及び大規模小売店舗の届出の審査及び指導等に要する経費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 労政運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,711 ) ( 1,698 )

1,919 1,906

・労働行政の推進及び労働組合の指導、労働教育等に要する経費

①労政運営費 284

　労働問題懇談会開催経費等

②労働組合指導費 97

説　明 　労働組合の実態把握、意見交換等に要する経費

③技能検定指導監督費 788

　職業能力開発促進大会の開催事務費及び技能検定試験に要する経費

④職業能力開発審議会費 529

　職業能力開発計画等を調整審議するための審議会に要する経費

⑤指導員試験免許費 208

　職業訓練を担当する指導員になるための試験に要する経費

分　類 事　項　名 職業能力開発校運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 54,142 ) ( 52,770 )

58,325 57,053

・高等技術専門校の管理運営に要する経費

①職業能力開発校管理運営費 33,892

　光熱水費及び施設管理委託等に要する経費

説　明 ②寄宿舎管理運営費 14,473

③技能訓練普及促進事業 355

　職業能力開発校のＰＲに要する経費

④一般施設等整備事業 8,333

　訓練用機械の購入等に要する経費

　自宅から遠距離のため訓練を受けることが不可能な新規学卒者等訓練生に対して設
置している寄宿舎の運営費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 岡山光量子科学研究所運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 38,872 ) ( 45,987 )

39,412 46,317

説　明 ・岡山光量子科学研究所の管理運営に要する経費

①岡山光量子科学研究所運営費 46,317

分　類 事　項　名 工業技術センター運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 275,363 ) ( 264,926 )

312,856 301,294

・工業技術センターの管理運営に要する経費

①一般管理費　　　　　　　 186,904

　　光熱水費、施設管理委託等の管理運営費

②機器保守管理費　　　　 103,505

説　明 　　機器の保守委託及び機器リース料等

③技術相談普及費 2,127

　　技術指導及び技術調査に要する経費

④受託研究等処理費 4,376

　　企業からの委託を受けて研究を実施するための経費

⑤分析試験等処理費 4,382

　　企業からの依頼を受けて、成分や性能等に関する試験分析に要する経費
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 大阪事務所運営費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 17,698 ) ( 20,534 )

19,048 21,760

説　明 ・大阪事務所の運営及び活動に要する経費

①大阪事務所運営費 21,760

前年度予算額 本年度要求額

運営費計 ( 694,546 ) ( 691,598 )

873,424 862,700
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 光量子科学研究推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 15,994 ) ( 11,298 )

25,741 19,813

①光量子科学研究推進費 17,439

　　　研究員向けセミナー開催

　　　電子ジャーナル接続利用料

　　　研究員活動費

②｢集まれ！科学好き」開催事業費 2,374

2,018

6,779

8,642

　研究員向けセミナーの開催、電子ジャーナル（WEB版学術雑誌）の利用、研究員の活
動費等

　科学系サークル活動を行う高校生等に研究発表の場を提供する発表展示会の開催、
県民に科学技術の普及啓発を図るための講演会の開催

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 貿易等経済国際化対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 23,165 ) ( 21,075 )

23,165 21,075

①経済国際化連携支援事業　　　　　 758

②岡山県国際経済交流協会支援事業 3,684

　・国際ビジネスサポート体制強化事業

③海外経済ミッション派遣・受入事業  1,149

　・インドネシアへの派遣(予定)

　・中国からの受入(予定)

④戦略的国際リンケージ強化事業　　　 11,878

　・上海事務所委託事業

　・アジアビジネスサポート窓口設置事業

新 ⑤海外派遣人材等育成事業 3,606

　海外派遣人材育成講座、駐在員派遣準備セミナーの開催

分　類 事　項　名 岡山デニム世界進出支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 5,000 ) ( 5,000 )

5,000 5,000

①岡山デニム世界進出支援事業 5,000

　貿易・投資環境、市場動向等に関するセミナーや個別相談会の開催

1,031

7,878

　国際見本市出展補助
　1/2補助（上限500千円）

説　明

説　明

400

3,284

4,000

　・岡山県国際経済交流協会賛助会費

118
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 技術振興事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 163,300 ) ( 171,522 )

558,400 504,925

①研究開発促進事業費 19,258

　・研究開発支援事業

　・研究開発人材育成事業

　・きらめき岡山創成ファンド支援事業

②基盤技術研究推進費 333,403

　・研究開発の推進

　・機器の整備

③ミクロものづくり推進事業費 17,242

　・ネットワークの強化やＰＲ等

　・研究開発等のコーディネート

　・加工技術の高度化支援等

【重点事業】

新  ④航空機関連産業技術力強化事業費 4,608

⑤次世代自動車クラスター形成推進事業費 98,224

⑥ライフイノベーション推進事業費 13,266

⑦メディカルテクノバレー構想推進事業費 10,987

⑧おかやま食料産業クラスター形成促進事業費 7,937

　県内の精密生産技術分野の企業集積を生かした岡山版産業クラスターの形成を図る。

196,832

　おかやまメディカルイノベーションセンターのＰＲ活動等、医療産業クラスターの形成を
目指した産学官連携活動の推進

　次世代自動車技術研究開発プロジェクトに要する経費

　ライフイノベーション関連の製品開発等を支援

　高付加価値食品の開発支援システムの構築

8,608

6,612

　新技術・新製品開発のきっかけづくりから、研究開発の推進までの総合的な支援

9,009

136,571

4,842

3,391

4,038

説　明

　ものづくりを支える基盤技術の研究開発を推進

　チタン合金など難削材加工技術の高度化等を支援
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 科学技術振興調整費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

10,806 9,754

①森と人が共生するSMART工場モデル実証事業 9,754

分　類 事　項　名 産学官連携推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 2,656 ) ( 2,453 )

2,656 2,453

①水島工業地帯産学官連携推進事業 609

②産学官連携推進会議運営事業 1,129

　岡山・産学官連携推進会議の運営に要する経費

③知的財産権活用等推進事業 715

　知財専門コーディネーター活動費

　水島コンビナート発展推進協議会の開催等

　新エネルギーを利用し、間伐材や製材端材等の木質バイオマスから高機能で付加価値
の高い新素材を生産するための技術開発を主軸に、持続可能なＳＭＡＲＴ工場モデルを
構築する。

説　明

説　明

　グリーンバイオ・プロジェクトマネージャーの設置、研究運営委員会の開催等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 530 ) ( 531 )

64,626 51,292

①バイオマスイノベーション推進事業 27,530

②バイオマスイノベーション創出拠点形成事業
20,000

③おかやまバイオマスネットワーク構築事業 3,762

　バイオマスの高度利用技術に関する先導的研究を行う共同研究拠点を設置・運
営する。

グリーンバイオ・プロジェクト推進事業費

　産学官連携のネットワーク組織を運営し、木質バイオマスの利活用に係る情報収集、広
域的な連携体制の構築を推進する。

   県内企業や大学等研究者による新素材の製品化技術や用途開発を支援する。
　　・発展段階：2,000千円／件以内(研究委託）
　　・実用化段階：10,000千円／件以内（1/2補助）

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 循環型産業クラスター形成促進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

48,567 48,559

①地域ミニエコタウン事業        　　　　　　 40,524

②中四国環境ビジネスネット事業　　　 8,035

分　類 事　項　名 ベンチャー創出育成推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 13,407 ) ( 12,724 )

13,407 12,724

①起業家人材等発掘育成事業 8,385

3,055

③ＩＴ産業人材活性化事業 1,284

説　明

　産学官連携組織によるビジネスマッチングやフォーラムの開催等

循環型社会形成推進モデル事業費補助等

　(施設整備:上限30,000千円、技術開発:上限5,000千円　補助率各1/2)
　※岡山市、倉敷市の施設整備の補助率は1/4

　起業予定者に対する研修、起業家支援ネットワークの充実強化等

②ソーシャルビジネスネットワーク構築事業

説　明 　ソーシャルビジネスの担い手育成や交流促進

　ＩＴ人材育成研修、企業のＩＴ利活用推進等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 研究開発費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 17,151 ) ( 16,293 )

47,838 44,489

・工業技術センター研究開発事業

①提案公募型研究開発事業 2,908

②基盤技術形成事業 8,273

　　技術シーズの形成（４テーマ）

2,149

　　技術シーズの応用研究（１テーマ）

④実用化技術開発事業 31,159

　　技術シーズをもとに実用化・製品化（８テーマ）

　　大学、企業等との共同研究（４テーマ）

説　明

③応用技術開発事業
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 企業誘致等対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 292,639 ) ( 1,801,934 )

293,351 1,802,647

①企業立地促進補助金交付事業 807,811

     ・企業立地促進補助金 1件

　・新企業立地促進補助金 16件

　・物流施設誘致促進補助金 1件

　・新物流施設誘致促進補助金 9件

　・県内企業競争力強化促進補助金 1件

　・大規模工場等立地促進補助金　7件

　・県事務費

②先端企業等立地促進対策事業等 33,608

うち新 ・「やっぱり岡山！企業誘致ホームページ」事業　　　　　　　4,413

うち新 ・岡山空港のイベントスペースを利用したＰＲ事業　　　　　　　111

961,228

100,000

　本県産業の振興と地域の活性化を図るため、立地した先端及び地域振興企業等に奨
励金を交付する市町村または企業に対し補助

189

③内陸工業団地及び流通業務団地造
成事業特別会計繰出金

11,380

47,142

1,720

643,060

　東京事務所、大阪事務所における企業誘致活動費、東京で開催する晴れの国おかや
まの立地環境ＰＲ事業及び企業誘致ホームページの作成等

説　明

4,320
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 建設業支援対策事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 7,652 ) ( 7,269 )

7,652 7,269

①建設業支援対策事業 7,269

分　類 事　項　名 中小企業経営革新支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 7,471 ) ( 7,449 )

7,471 7,449

①中小企業経営革新支援事業 7,449

説　明

説　明

　経営革新計画の審査・承認、普及啓発、フォローアップ調査等
　（中小企業新事業活動促進法）

　相談員（県南、県北各１名）の設置、新分野進出企業のフォローアップのための専門家
派遣、相談会の開催
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 下請企業振興費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 62,762 ) ( 59,624 )

62,762 59,624

①指導員等整備事業 40,659

②支援体制整備事業 2,274

③取引情報提供事業 16,691

　・受発注情報等収集提供事業

　・商談会等開催事業

3,263

　　商談会、見本市等への出展を開催し、県内下請企業の受注拡大や販路開拓を支援する。
説　明

　指導員の人件費等

13,428

・下請取引のあっせん、経営・技術の相談指導事業、情報収集提供、苦情紛争の処理、
その他下請企業の経営の安定を図るための事業等に対して補助する。（下請中小企業
振興法）
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業金融対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 348,657 ) ( 339,230 )

348,657 341,087

327,803

うち【重点事業】

　・円滑な短期資金の供給（事業活性化短期資金）

　・ＢＣＰ融資資金（事業継続対策資金）

②管理指導事務費 1,952

③製造業設備投資サポート事業 8,452

【重点事業】

新
2,880

　・経営改善セミナー及び緊急相談会の開催

　・事業承継及びＭ＆Ａ等に係る講演会・相談会の開催

　円高の影響を受ける中小製造業者が、新分野進出等に伴う設備投資を行う場合、融資
に必要な設備計画の認定業務の委託と設備貸与に対する割賦損料の補助を行うもの。

　中小企業者向け融資を取り扱う金融機関等に対し、利子等の補助を行う。

説　明

  単県制度融資、多重債務者啓発に係るパンフレット作成

④地域経済対策
（ポスト金融円滑化法支援パッケージ）

　中小企業の各種経営課題に対する地域全体の支援力強化と、事業承継等への集中的
な支援を図る。

1,153

①中小企業者向け融資制度金融機関等補助金

812

812

1,727

21



（単位：千円）

分　類 事　項　名 商工団体支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 1,904,476 ) ( 1,893,868 )

1,904,476 1,893,868

①組織化支援事業 116,856

②小規模事業支援事業 1,776,659

③キラリ☆輝く小売店表彰事業 353

　県内の斬新なアイデアや工夫、地域特性を活かした個性豊かな小売店に対する表彰

  商工会、商工会議所、商工会連合会が行う経営改善普及事業への補助
　経営指導員等の人件費及び事業費

　中小企業団体中央会が行う組織化支援事業への補助
　巡回指導員等の人件費及び事業費

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業支援センター事業推進費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 45,233 ) ( 51,185 )

45,233 51,185

①県中小企業支援センター事業 24,802

　・支援体制整備事業

　・成長企業ステップアップ支援事業

②産業支援ネットワーク整備運営事業　　　　　 17,102

③景況調査事業 890

【重点事業】

新 ④中小企業ＢＣＭ(事業継続マネジメント)推進事業 8,391

　産業情報のポータルサイトによる中小企業の製品・技術情報、支援機関の施策・制度の
紹介、セミナーの開催等

　成長意欲のある企業を掘り起こし、成長段階に応じた専門家によるアドバイスや、首
都圏における販路開拓を支援する。

　プロジェクトマネージャー及びサブマネージャーを各１名配置し、経営革新や創業等
の支援事業を行うほか、円高等の突発的事項に対する特別相談を行う。

10,202

説　明

14,600

　県内企業業況等景況を調査

　ＢＣＰ（事業継続計画）の普及及び実践的人材の育成を加速し、中小企業の事業継続
能力を高めるためＢＣＰ推進センターを整備し策定企業を支援する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 新規創業・経営活力増進設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額

一 般 ( 3,622 ) ( 1,683 )
1,253,624 1,094,946

1,093,263

　（新規貸与枠：５００，０００千円）

　

②航空機部品関連設備貸与事業割賦損料補助事業 1,683

　中小企業の創業及び経営活力の増進を図るための設備を貸与・リースするために必要
な資金の一部を貸し付ける。

　航空機部品関連中小企業が新規創業・経営活力増進設備貸与事業を利用した場合
に、当初３年間の割賦損料率を年２．５％から１．２５％とし、その差率相当額を（公財）岡
山県産業振興財団に補助する。

①中小企業向け設備貸与資金原資貸付金

説　明
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 観光地魅力向上対策事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 48,794 ) ( 48,437 )

48,794 48,437

①観光立県戦略推進事業 6,525

　・観光振興アドバイザー事業

　・地域発観光魅力づくり支援事業

②広域観光推進事業 11,314

　・広域観光連携事業

　・DISCOVER WEST 連携協議会負担金

　中国五県とＪＲが一体となって、首都圏等への誘客事業に取り組む協議会への負担金

　・広域観光誘致対策事業

③観光情報ＰＲ事業 9,316

　・魅力発信ツール作成事業

　・観光情報センター運営事業

④観光マインド向上事業 300

説　明

　近県と県域を越えた観光地間の連携や共同での観光ＰＲなどの取組により誘客促進
を図る。

　観光パンフレット等を利用し、観光情報の発信や旅行会社等への訪問を通じた誘客
活動を実施

4,141

2,424

3,759

467

5,131

　地域の主体的な着地型観光プログラム開発を支援するとともに、旅行会社への働きかけ
を通じて、着地型観光プログラムの旅行商品化を促す事業を実施する。

5,175

6,058

　「観光立県戦略推進アドバイザー会議」を開催し、県の観光施策について定期的な助
言を受ける。

　岡山県の魅力を紹介する「おかやま旅マップ」の作成

　全国に向けて観光情報を発信している観光情報センターの運営を支援する。

　観光ボランティアガイドグループのネットワーク化の促進及び育成支援

25



（単位：千円）

⑤フィルムコミッション事業 2,283

⑥コンベンション誘致推進事業 2,399

⑦国内共同プロモーション事業 5,208

　東京都内での観光プロモーションの実施経費

⑧Ｂ級グルメで地域活性化事業 4,402

　Ｂ級グルメを活用して誘客促進を図る。
【重点事業】

新 ⑨瀬戸内ブランド広域化推進事業 0 → 0 (＋0)

⑨観光客動態調査 3,735

　観光施策推進の基礎資料とするため、総観光客数や観光消費額を把握する。

⑩観光案内板管理
744

　県内のＳＡ・ＰＡ及び主要観光地に設置している全県観光案内板等の維持管理

⑪「岡山にカモモーン！！」
2,211

　大阪府内での観光プロモーションの実施

　

説　明

　コンベンションを誘致するため、市町村間の情報共有や連携強化を進める。

　映画等のロケ誘致、支援

海の道構想に参画し、首都圏、主要都市での観光ＰＲ等を行う。岡山 広島 兵庫 山口 徳島 香川 愛媛の7県
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 国際観光推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 35,734 ) ( 37,068 )

35,734 37,068

①国際観光テーマ地区誘客促進事業 1,500

②外国人観光客誘致事業 5,233

③ＶＪ地方連携事業 8,515

15,314

　・東アジア総合プロモーション推進事業

1,200

新 ⑥西日本ゴールデンルート形成事業 5,306

3,806

【重点事業】

12,796

　　  ・台湾路線利用ルート形成事業 1,500

　　　・関空インアウトＪＲ利用ルート形成事業

　国のビジット・ジャパン事業の一環として、国と中四国各県等と連携して行う現地説明会
や視察ツアーなど外国人観光客誘致事業

④アジア総合プロモーション事業

　現地旅行説明会及び観光展等の開催、現地政府及び観光局等と連携し、トップセール
スの展開等

　上海の富裕層向け旅行社等を県内に招請し、旅行商品の造成、販売を図る。

　岡山県国際観光テーマ地区誘客促進協議会への負担金

　国際観光展出展、上海事務所による観光ＰＲ、多言語パンフレット・ホームページによる
観光情報発信等

説　明

⑤中国個人観光客誘致促進事業 　　　　

　　うち【重点事業】
　　　・台湾でのトップセールス展開 6,402

　　　・東南アジア等での観光プロモーション 3,910

27



（単位：千円）

分　類 事　項　名 観光・物産支援事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 47,813 ) ( 65,780 )

47,813 65,780

①岡山県観光連盟助成事業 26,077

②大規模イベント等共催事業 16,950

③伝統的工芸品等物産振興事業 2,810

【重点事業】

新 ④首都圏アンテナショップ調査事業 19,943

説　明

　おかやま伝統的工芸品展の実施やＪＲ岡山駅内でのＰＲ等により、おかやま伝統的工芸
品に対する普及啓発を行う。

　観光事業の振興のため、推進母体である社団法人岡山県観光連盟が実施する観光事
業に対して、経費の一部を負担する。

　おかやま桃太郎まつり、ハートランド倉敷等への負担金

　多くの集客が見込める首都圏に対して、県の認知度やイメージアップを図るとともに、首
都圏の消費者ニーズ等を把握し、販路開拓やブランド力向上等を行うため、アンテナ
ショップの設置を検討する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 新エネルギー推進事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 45,656 ) ( 220,443 )

45,656 220,443

【重点事業】

①スマートタウン構想推進事業 10,000

②晴れの国おかやまメガソーラー設置促進事業 173,558

③新エネルギーイノベーション推進事業 34,587

④おかやま新エネルギービジョン推進事業 2,298

分　類 事　項　名 職場適応訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 904 ) ( 828 )

1,807 1,655

①障害者等職場適応訓練事業 1,655

説　明

説　明

　メガソーラーの誘致に伴う晴れの国おかやまメガソーラー設置促進補助金
　　　補助額　公表候補地：　１ＭＷ当たり　2,000万円
　　　　　　　　 上記以外　：　 １ＭＷ当たり　1,000万円
　　　補助限度額　1億円

　今後の発展が見込まれる電池産業の創出・発展に向けて、事業化に向けた広範な情報
を共有し、新技術の開発、プロジェクトの立ち上げ、事業化への取組を支援する。

　県内のメガソーラー立地促進をはじめとし、おかやま新エネルギービジョンの推進を図る
ため情報発信を図る。

　障害者等就職が比較的困難な求職者に対し、作業環境への適応を図るため、訓練終
了後そのまま採用する見込のある事業主に委託して、手当を支給しながら行う職場実習

　市町村が実施する地域協議会等の設置・運営や新エネルギー等を効率的に活用する
エネルギーシステムの導入等への支援（補助率1/2、上限500万円）
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 労働関係調査費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

214 281

・労使関係総合調査事業 281

分　類 事　項　名 事業内職業訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 4,280 ) ( 4,066 )

8,559 8,131

・認定職業訓練助成事業 8,131

説　明

説　明

　厚生労働省からの委託事業として労使関係総合調査を行い、県内の労働組合につい
て基本事項等に関する調査を行うもの。

　中小企業事業主又はその団体等が知事の認定を受けて実施する職業訓練校の運営
費、整備費の一部を助成する。（補助率　2/3以内）

30



（単位：千円）

分　類 事　項　名 産業人材育成事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 25,784 ) ( 24,494 )

44,955 40,272

①職業能力開発協会補助金等 31,129

②高校生のものづくり技能取得支援事業 6,837

　・技能検定合格に向けた事前講習のため、専門校の訓練指導員等を派遣

　・県高等学校工業教育協会へ練習用材料費の一部を補助

　・高校生の技能検定受検料減免額相応を職業能力開発協会へ補助

③岡山県産業人材育成コンソーシアム活性化事業 329

④技能検定受検支援環境整備事業 1,977

　職業能力開発促進法の規定に基づき、岡山県職業能力開発協会が実施する技能検定
及び職業訓練に関する指導・情報提供事業等に対する事業経費、運営費を助成する。

　産業人材育成に携わる関係機関が連携し、課題解決に向けて意見交換を行う。

　工業高校生の技能検定合格に向けた支援を実施し、産業の担い手を育成する。

説　明

　県内の技能労働者の技能水準の高度化を図る。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 職業能力開発校事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 21,240 ) ( 24,126 )

60,478 68,458

①学卒者訓練事業 22,924

②離転職者訓練事業等 42,854

　　・離転職者訓練

　　　職業の転換を必要とする労働者(離転職者)対象(定員195名)

　　・委託訓練

　　　㈱きびNC能力開発センターにおいて行う障害者特別委託訓練(3名)

　　・在職者訓練

③実習訓練事業 2,440

④高年齢者社会参加促進事業 240

分　類 事　項　名 職業訓練奨励費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 32,630 ) ( 30,980 )

65,260 61,960

①訓練手当支給事業 61,960

961

説　明

40,548

1,345

　訓練生が現場・企業等において行う訓練

　新規学卒者(中学校・高等学校)を対象(定員225名)として、職業に必要な技能を習得さ
せるために行う訓練

説　明

　　　技能向上を希望する在職者対象(28ｺｰｽ、定員535名)

　知的・身体障害者、寡婦等に対し、経済的負担を軽減するために訓練手当を支給す
る。

　専門校の設備を活用して行う在宅介護、パソコン操作等の講習
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 人材育成訓練費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

565,912 521,483

①再就職促進訓練事業 463,791

②巡回就職支援指導員設置事業 27,538

③日本版デュアルシステム訓練事業 20,583

④障害者委託訓練事業 9,571説　明

　訓練生に対する就職情報提供・就職相談の実施等
　支援指導員　12名

　民間教育訓練機関を活用して行う委託訓練
　108コース　定員1,962人

　民間教育訓練機関を活用して行う障害者を対象とした委託訓練
　７コース 定員85名

　民間施設での座学を中心とした訓練を先行し、企業での実習（研修）を組み合わせた委
託型の職業訓練　　5コース　定員75名
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 若年労働者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 77,158 ) ( 75,599 )

77,158 75,599

①おかやま若者就職支援センター運営事業 54,618

②新規学卒者合同就職面接会開催事業 3,359

③ニート脱出応援事業　　　　　　　　　　 7,434

④若者・企業ベストマッチング！推進事業　　　　　　　 7,867

⑤晴れの国おかやまＩＪＵターン就職応援事業 2,321

　｢おかやま若者サポートステーション｣(国委託事業)と連携してニート等若年無業者に対
する各種支援事業(就労セミナー、訪問相談等)を実施

説　明

　岡山県へのＩＪＵターン就職を希望する首都圏及び関西圏の学生等と県内企業とのマッチ
ングの場を提供する面接会を東京と大阪で開催する。

　就職未内定の新規学卒者（卒業後３年以内を含む）を対象とした就職面接会の開催

　中小企業の魅力を知らない学生と自社の魅力を伝えきれず、若者の採用に至らない企
業を同時に支援し、両者のベストマッチングを目指す。

　・おかやま若者就職支援センター(岡山・倉敷・津山)の運営委託　　　　42,198
　・事務所賃借料等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 12,420

　若年失業者やフリーター等を対象に、カウンセリングから職業紹介までの一貫したサー
ビスをワンストップで提供する「おかやま若者就職支援センター」を設置し、若者の就職支
援を行う。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 高年齢者等雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 9,959 ) ( 9,959 )

9,959 9,959

①高年齢者就職促進事業 9,959

分　類 事　項　名 障害者雇用対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 9,451 ) ( 8,976 )

9,451 8,976

①障害者雇用対策事業 1,081

　・ワークフェア・インおかやま

　・手話相談員

　・就職準備講習会、面接会

②岡山県障害者就業支援センター事業 7,252

③中小企業等障害者雇用促進事業 643

説　明

　備前・備中地域に県単独で就業支援ワーカーを１名ずつ配置

説　明

　(公社)岡山県シルバー人材センター連合会への補助(補助対象経費の1/2以内）等

359

463

259

　障害者雇用促進アドバイザーの派遣、フォーラムの実施

　｢ワークフェア･インおかやま｣の開催、ハローワークへの手話相談員派遣、就職準備講
習会の開催等
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 勤労者福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 4,377 ) ( 2,913 )

4,581 3,117

①ワーク・ライフ・バランス推進事業等 1,759

　・労働団体への補助

　・ワークライフバランス推進事業

②労働教育推進事業等 1,358

　・労働教育講座開催事業

　・「おかやま労働」発行事業

　・援助訓練

　・技能尊重気運醸成推進事業

661

135

204

347

説　明

1,412

　労働団体への補助、ファミリーサポートセンター交流研修会の開催等

358

　事業主・人事労務担当者・労組関係者・一般県民等に広く呼びかけて「労働問題セミ
ナー」等の開催や技能が尊重される社会の形成を促進する。
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 緊急雇用創出事業費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

1,934,563 1,640,141

①緊急雇用創出事業 1,640,141

　・緊急雇用創出事業（県分）

　・緊急雇用創出事業（市町村分）

　・基金管理事務費

分　類 事　項　名 石油貯蔵施設立地対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 700 ) ( 0 )

141,529 143,776

①石油貯蔵施設立地対策事業 143,776

　石油貯蔵施設周辺地域(倉敷市及び周辺6市町)の消防防災施設等整備　

6,141

　｢岡山県緊急雇用創出事業臨時特例基金｣による雇用機会等の創出

785,000

説　明

説　明
849,000
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（単位：千円）

分　類 事　項　名 電源立地特別対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 0 ) ( 0 )

229,278 281,512

・岡山県電源立地特別補助金 281,512

分　類 事　項　名 産業労働総合対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 5,139 ) ( 4,961 )

5,139 4,961

①県人会開催事業 2,095

　各県人会行事への派遣及び県産品のＰＲを実施

②おかやま魅力情報発信事業 2,866

　大阪事務所におけるイベントや展示会への出展による情報発信

分　類 事　項　名 鉱業対策費

前年度予算額 本年度要求額
一 般 ( 15,684 ) ( 12,735 )

15,684 12,735

①休廃止鉱山対策事業 12,735

　鉱害防止対策事業に対する補助（補助率　1/8以内）

前年度予算額 本年度要求額

事業費計 ( 3,299,018 ) ( 4,974,503 )

8,075,956 9,232,903

一般行政 前年度予算額 本年度要求額

( 3,993,564 ) ( 5,666,101 )

費　　計 8,949,380 10,095,603

一般会計 前年度予算額 本年度要求額

( 5,619,380 ) ( 7,442,660 )

の　　計 10,747,839 11,991,001

説　明

説　明

　対象：津山市・鏡野町　公共施設維持管理等
説　明
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(岡山県中小企業支援資金貸付金特別会計) （単位：千円）

分　類 事　項　名 中小企業高度化資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

626,129 870,642

①中小企業高度化資金貸付金 80,976

②中小企業基盤整備機構への償還金 567,400

③一般会計繰出金 206,213

④事業共同化等促進診断事業 16,053

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備導入資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

317,763 317,415

300,000

　小規模事業者等の設備投資に対して貸与機関が行う貸付に要する原資貸付金

　　　新規貸付枠：３００，０００千円

②債権管理費等 17,415

　

分　類 事　項　名 小規模企業者等設備貸与資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

700,000 700,000

①小規模企業者等設備貸与資金原資貸付金 700,000

　小規模企業者等への貸与機関が行う設備貸与事業に要する原資貸付金

　　新規貸与枠：１，４００，０００千円

前年度予算額 本年度要求額

( 0 ) ( 0 )

1,643,892 1,888,057

中小企業

支援資金

特別会計

の　　　計

説　明

説　明

説　明

①小規模企業者等設備導入資金原資貸付金

　過去に行った貸付金のうち、一般会計負担分の償還金

・高度化資金貸付金及び中小企業基盤整備機構償還金等

　中小企業の事業組合等が行う工場や店舗の集団化の整備に要する資金の貸付金

　過去に行った貸付金のうち、中小企業基盤整備機構負担分の償還金
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（岡山県内陸工業団地及び流通業務団地造成事業特別会計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 内陸・流通団地管理事業費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

159,806 159,622

・内陸・流通団地管理事業

説　明

　用地管理工 22,100

　用地分割工 125,018

　その他 12,504

分　類 事　項　名 県債元金償還金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

1,190,014 1,182,236

説　明 ・県債元金償還金 1,182,236

分　類 事　項　名 県債利子償還金

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

131,452 106,063

説　明 ・県債利子償還金 106,063

分　類 事　項　名 県債取扱事務費

前年度予算額 本年度要求額
特 ( 0 ) ( 0 )

1,705 1,036

説　明 ・県債取扱事務費 1,036

内陸流通 前年度予算額 本年度要求額

特別会計 ( 0 ) ( 0 )

の　　計 1,482,977 1,448,957

特別会計 前年度予算額 本年度要求額

( 0 ) ( 0 )

の　　計 3,126,869 3,337,014

産業労働 前年度予算額 本年度要求額

( 5,619,380 ) ( 7,442,660 )

部の計 13,874,708 15,328,015

 内陸工業団地及び流通業務の管理等に要する経費

 起債償還に要する手数料

 団地取得及び整備のために行った起債の元金償還金

 団地取得及び整備のために行った起債の利子償還金
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